
１　施策の現状・推移

２　成果指標・コストの推移

単位 区分

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

※評価年度は実績、計画年度は予算

３　環境変化

４　評価

５　今後の改革方向

施策目標 5 【障がい福祉】誰もが主体的に暮らせるまちをつくろう

関係課
障がい福祉課
子育て支援課施策の展開

①
②
③
④

相談支援や就労支援の充実
地域で暮らせる場の確保と社会参加の促進
虐待を防止する体制の充実と権利擁護
療育支援体制の充実

（１／２）

令和２年度　施策評価シート
まちづくりの目標 1 みんなで支え、育む生涯健康のまち 施策担当課 障がい福祉課

５年後のまちの姿

・共生社会の実現に向け、障害のある人もない人も、子どもから高齢者まで誰もが互いに人格と個性を尊重して支え合う社会に近づいてい
ます。
・障がいのある人が、必要な障害福祉サービス等を利用しながら主体的に暮らせる権利が保障され、自らの生活や人生設計を選択し、決定
し、実現することができ、安心して暮らしています。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

成
果
指
標

住んでいる地域は、障がいのある人が
暮らしやすい環境が整っていると感じて
いる市民の割合

％
21.0 22.0 23.0

年間生活相談件数 件
2400.00 2500.00 2600.00

24.0 25.0 26.0

20.9 15.4

2800.00 2900.00

3228.00 3720.00

2700.00

1,489,292 1,489,292 1,489,292

人件費 145,468 158,562 158,562 158,562 158,562 158,562

581,589 581,589 581,589

国・県の方針、関連法令
の動向

・平成28年４月に障害者差別解消法が施行され、不当な差別的取扱いの禁止と合理的配慮を行うことが義務付けられており、制
度の周知と障がい者理解のための啓発を重点的に行う。
・障害者総合支援法及び児童福祉法の改正により平成30年度から障害児福祉計画を策定することが義務付けられた。
・兵庫県において平成30年度に｢第５期兵庫県障害福祉推進計画]が策定された。

計 1,406,647 1,539,884 1,647,854 1,647,854 1,647,854 1,647,854

コ
ス
ト

うち一般財源 416,104 525,285 581,589

事業費 1,261,179 1,381,322 1,489,292

事業の構成や役割分担
で見直しの余地がない
か。

・重症心身障がい者等生活支援事業について、地域資源の開発や体制整備が必要であるが、国県の制度に随伴できるものがなく市での
体制整備について検討、協議を重ねる。
・障がい児・者の親亡き後の生活を支えることを目的にしたまんがいちネットの運用を検証する。
・障害者差別解消法、手話言語条例及び手話施策推進方針の策定に伴い『手話』の普及・啓発や意思疎通に係る人材育成を継続的に実
施する。

施策の今後の方向性、構
成する事務事業の見直し
案

・福祉送迎サービス（おでかけサポート）事業をはじめとする各担当部署で所管している公共交通施策（移動支援）を総合的に見
直し、令和３年度から新たな事業を開始する。
・医療的ケア児・者を含む重症心身障がい者支援について地域での支援体制の整備が急務となっており先進地視察及び研究等
を行う。
・こども発達支援センターの安定した運営を継続しながら、より効果的・効率的な事業運営ができるよう、既存事業内容の見直し、
職員の研修機会の確保等を行う。

市民ニーズの動向

市民意識アンケート結果において、住んでいる自治会・小学校区は、障がいのある人にとって暮らしやすい環境が整っていると答
えられた方は15.4％で、整っていないと答えられた方は59.8％であった。

目標の達成状況は順調
か。達成していない原因
は何か。

・住んでいる地域は、障がいのある人が暮らしやすい環境が整っていると感じている市民の割合は、前年度よりも低下した。
・障がい者の年間相談件数については、委託相談等相談支援体制の充実を図り目標値を上回ることができた。
・障がい児・者の親亡き後の生活を支えることを目的にしたまんがいちネットの整備ができた。
・重症心身障がい者等生活支援事業について、地域資源の開発や体制整備が必要であるが、国県の制度に随伴できるものがなく市での
体制整備について検討した。

環境変化を踏まえた施策
展開となっているか。

・第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画（令和３年～令和５年）を策定するため、障がい者施策推進協議会を４回開催した。
・自立支援事業では、平成29年４月に「丹（まごころ）の里手話施策推進方針を策定し、本方針に基づく手話の周知・推進を図るため、ホー
ムページや市広報誌などで啓発を行った。
・障がい者施策推進協議会就労支援部会を中心に、障がい者の工賃向上と障がい者理解啓発として「ものづくりはっぴいステージ」をコ
モーレ丹波の森等の民間事業者の協力を得て継続的に実施していたが、令和２年度においては新型コロナウイルス感染症予防のため中
止となった。
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●構成する事業一覧 2

こども発達支援センター運営事業

こども発達支援センター運営事業

障害者自立支援事業

障害福祉総務費

心身障害者扶養共済制度掛金助成事業

障害者医療費給付事業

特別障害者手当等支給事業

無年金外国籍障害者等福祉給付金支給事業

小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

地域生活支援事業

補装具費支給事業

グループホーム利用者家賃負担軽減事業

障害福祉サービス等給付事業

介護者支援金支給事業

人工透析治療通院費助成事業

障害者就労支援事業

障害児通所支援事業

在宅重症心身障害児（者）訪問看護支援事業

軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業

グループホーム新規開設サポート事業

合計

（２／２）

（令和 年度実施事業）

事務事業名 予算小事業名
人件費
【千円】

事業費
【千円】

計・千円
必要性 効果性 コスト

うち一般財源

84,722 11,230 95,952 59,890 A B B 該当なし

公平性

B A73,840 1,370,092 1,443,932 465,395 A B

158,562 1,381,322 1,539,884 525,285
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令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

担当 片山　慎也

（１／２）

丹波市総合計画 2 ／ 3
事務事業名 こども発達支援センター運営事業

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (3)地域包括ケアシステムの構築と推進

担当

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標 5【障がい福祉】誰もが主体的に暮らせるまちをつくろう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
健康福祉部　子育て支援課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 荒木　和美

根拠法令・個別計画等 障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法、丹波市障がい者・障がい児福祉プラン

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 心身の発達支援を必要とする児童とその保護者及び関係機関

目的

ベストな状態
（期待される効果）

子どもたちが地域の中で、安心して育ち、豊かな成人期を迎えることができる。

概要
（具体的手段・

全体計画）

丹波市立こども発達支援センターを拠点に、保健、福祉、医療及び教育と連携し、障がいがある子どものライフステージに応じた適

切な相談や療育の提供を行い、子ども、保護者及び関係機関を支援する。

・障害児通所支援事業の実施（「丹波市通所支援事業所もみじ」の運営：児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等

訪問支援）

・障害児相談支援事業の実施（「丹波市相談支援事業所まごころ」の運営：指定障害児相談支援、指定計画相談支援、一

般相談）

・関係機関への発達支援にかかる専門職員の派遣

・実施方法：直接実施（市立市営）

令和２年度の

事業概略

・「丹波市通所支援事業所もみじ」の運営

・「丹波市相談支援事業所まごころ」の運営

・関係機関への発達支援にかかる専門職員の派遣

令和３年度の

事業概略

・「丹波市通所支援事業所もみじ」の運営

・「丹波市相談支援事業所まごころ」の運営

・関係機関への発達支援にかかる専門職員の派遣

98,574 98,574 98,574 98,574

直接事業費Ａ 11,206 11,230 13,852 13,852 13,852 13,852

84,722

　職員従事者数（人・年）Ｃ 7.22 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 68,868 84,722 84,722 84,722 84,722

7,460

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 53,428 67,140 67,140 67,140 67,140 67,140
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,460 7,460 7,460

7.45

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 7.72 7.45 7.45 7.45 7.45

17,582

歳

入

特定財源 36,198 36,062 28,940 28,940 28,940 28,940
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 15,440 17,582 17,582 17,582 17,582

国・県支出金 0 0 0 0 0 0

0

受益者負担金 1,733 1,322 1,740 1,740 1,740 1,740
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

その他特財 34,465 34,740 27,200 27,200 27,200 27,200

69,634

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 43,876 59,890 69,634 69,634 69,634

令和６年度 備　考
実績

成

果

「丹波市通所支援事業所もみ

じ」児発支援・放課後等デイサー

ビスの稼働率（年平均）

％
目標 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0

実績 63.2 54.9

指標名
単

位

目標

成

果

「丹波市通所支援事業所もみ

じ」保育所等訪問支援の延べ利

用者数（月平均）

人
目標 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0

実績 12.0 10.6

80 80

実績 96 86

目標 80 80

成

果

「丹波市相談支援事業所まごこ

ろ」相談支援事業利用人数

（年平均）

人
目標 100 100 100 100

成

果

「丹波市通所支援事業所もみ

じ」の支援（放デイ・児発）の満

足度（保護者アンケート結果）

％
80 80

100 100

実績 130 126

実績

目標

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

実績

指標の推移等の背景・分

析

・「丹波市通所支援事業所もみじ」は、令和２年度当初は新型コロナウイルス感染症による事業利用の自粛等による影響で利用者数が減

少したことから、年平均の稼働率の低下となった。令和２年度後半は利用者数が増加傾向となり、令和２年２月は稼働率63.7%に到達し

た。

・「丹波市相談支援事業所まごころ」は、相談支援専門員１名と相談員１名による人員体制が確保でき、安定的に事業運営することができ

た。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 80,074 95,952



16 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

（２／２）
　事務事業名 こども発達支援センター運営事業

事業担当課 健康福祉部　子育て支援課 事業期間 平成 無期 年度

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

市内で１箇所の福祉型児童発達支援セン

ターとして、心身の発達支援を必要とする児童

等に対し、適切な療育を保障する地域療育

体制の中核機関として事業運営しており、市

民にとって必要かつ重要な事業である。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ｂ

令和元年７月１日から福祉型児童発達支援セン

ターとしての運営が始まったこともあり、効果的・効率

的事業運営方法の模索は必要であるが、職員の大

多数が専門職（資格職）のため研修機会の確保

等による専門知識の更新や支援技術の向上等が

必要な期間である。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ｂ

・令和元年度に、市内２箇所で実施していた障害

児通所支援事業について、丹波市健康センターミル

ネに移転統合し１箇所に機能を集中することができ

た。

・１箇所での事業運営による今まで以上の効果的・

効率的な事業運営方法を模索していく必要があ

る。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

法令で決まった障害児通所支援事業の利用

者負担金を徴収している。

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・市内で１箇所の福祉型児童発達支援センターであり、安定的な事業運営をすることができた。

・看護師（会計年度任用職員）を通年で任用することが、医療的ケアを要する児童を通所支援事業での継続的な受け入れが可能となった。

・市内２箇所で実施していた障害児通所支援事業を健康センターミルネ内に統合したことにより、専門職職員の集約が図れ事業実施に必要

な職員配置が効率的・効果的に行うことができた。

・健康センターミルネでの円滑な事業運営が継続でき、さらなる効率的・効果的な事業運営に取り組むための基礎が整った年度であった。

・課題として、事業運営の根幹となる専門職職員（児童発達支援管理責任者、相談支援専門員、保育士、児童指導員、医師、看護師、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等）の安定的な確保及び育成が必要であることがあげられる。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・事業実施に必要な資格保有者を確保するため、要件に該当する職員の資格取得研修

への積極的な受講を図る。

・福祉型児童発達支援センター機能の効率・効果的な事業運営ができるよう、既存事業

内容の見直し、研修参加、情報収集を図る。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充 ✓

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持 　

縮小

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

13,852

2

1 こども発達支援センター運営事業 11,230 13,852 13,852 13,852

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

合計 11,230 13,852 13,852 13,852 13,852



令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

担当 徳田　克彦

（１／２）

丹波市総合計画 2 ／ 3
事務事業名 障害者自立支援事業

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (3)地域包括ケアシステムの構築と推進

担当 細見　明弘

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標 5【障がい福祉】誰もが主体的に暮らせるまちをつくろう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
健康福祉部　障がい福祉課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 足立　和義

根拠法令・個別計画等 障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法、丹波市障がい者・障がい児福祉プラン

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者（児）、難病患者等

目的

ベストな状態
（期待される効果）

必要な障害福祉サービスにかかる給付、地域生活支援事業等が充実し、障がい者（児）等が障がいの種別にかかわらず、自ら丹

波市で暮らすことができる生活環境が整っている。

障がいのあるなしに関わらず、だれもが主体的に暮らし、共に育ち支えあうまちになるよう障がいへの理解が深まっている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・障害者総合支援法に基づく自立支援給付及び地域生活支援事業の実施

・児童福祉法に基づく障害児通所給付費の支給

・障害者相談員の設置　　　　　　　　　・特別障害者手当、障害児福祉手当、福祉手当の支給

・在宅福祉施策の実施　　　　　　　　　・ちゃれんじスペースの運営（業務委託；丹波市社協）

・障がい者福祉団体への支援　　　　　 ・障がい者・障がい児福祉プランの進捗管理

令和２年度の

事業概略

・第３期障がい者基本計画の進捗管理

・第５期障がい福祉計画及び第1期障がい児福祉

計画の策定

・手話施策推進方針の進捗管理

・福祉送迎サービスの見直し

令和３年度の

事業概略

・第３期障がい者基本計画、第６期障がい福祉計画及び第

２期障がい児福祉計画の進捗管理

・手話施策推進方針の進捗管理

・重症心身障がい者等生活支援事業の創設

・まんがいちネットの運用、検証

・見直し後の福祉送迎サービスの開始

1,549,280 1,549,280 1,549,280 1,549,280

直接事業費Ａ 1,384,111 1,370,092 1,475,440 1,475,440 1,475,440 1,475,440

73,840

　職員従事者数（人・年）Ｃ 9.00 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 76,600 73,840 73,840 73,840 73,840

7,460

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 66,600 59,680 59,680 59,680 59,680 59,680
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,460 7,460 7,460

6.00

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 5.00 6.00 6.00 6.00 6.00

14,160

歳

入

特定財源 945,502 978,537 1,037,325 1,037,325 1,037,325 1,037,325
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 10,000 14,160 14,160 14,160 14,160

国・県支出金 945,148 976,525 1,037,220 1,037,220 1,037,220 1,037,220

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

その他特財 354 2,012 105 105 105 105

511,955

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 515,209 465,395 511,955 511,955 511,955

令和６年度 備　考
実績

活

動

意思疎通支援者派遣事

業利用件数
件

目標 160.0 170.0 130.0 135.0 140.0 140.0

実績 130.0 140.0

指標名
単

位

目標

成

果

就労継続支援事業所の

平均工賃
円

目標 17,000.0 17,000.0 17,000.0 17,500.0 17,500.0 18,000.0

実績 18,501.0 16,243.0

実績

目標

目標

実績

実績

目標

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト

実績

指標の推移等の背景・分

析

・手話通訳者や要約筆記者の登録数が増加し、講演会などへの派遣回数も増えた。

・各就労継続支援事業所において、平成26年度からの障がい者工賃向上支援事業補助金の活用や自主製品の販売、企

業等への受注作業の拡大努力によって、年々平均工賃が向上していたが、コロナ禍により減少した。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 1,460,711 1,443,932
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●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

（２／２）
　事務事業名 障害者自立支援事業

事業担当課 健康福祉部　障がい福祉課 事業期間 平成 無期 年度

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

障害者総合支援法に基づく自立支援給付、地域

生活支援事業、児童福祉法に基づく障害児通所

給付費の支給、特別障害者手当等の支給、ちゃれ

んじスペースの運営、在宅福祉施策実施、障がい

者福祉団体への支援を行う事業等、障がい者だけ

でなくすべての市民が主体的に暮らせるまちづくりのた

めに必要である。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ｂ

障害者総合支援法に基づく施策については、

国・県・市・個人の負担割合により福祉サービ

スを提供しているが、更に充実したサービスを

提供する場合、負担割合に応じた市負担額

の増加が見られる。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ｂ

・障がい者就労継続支援事業所では、自主製品

販売のためのイベント開催や受注作業の拡大などに

より、工賃向上につなげている。

・相談支援事業では、基幹相談支援センターが中

心となり、相談事業所のもつ困難事例について相談

支援事業所とともに活動し支援につなげている。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

・障害者総合支援法に基づいたサービス利用

に対しての個人負担は、サービス利用料の

10％となっている。

・障がい者個人の課税状況により、個人負担

を減免している。

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・障がい者が、自ら選択し、主体的に暮らせる権利が保障されるよう生活環境の整備を目指した福祉サービスを継続的に提供している。

・障害者差別解消法にかかる環境整備に向けた啓発、手話や要約筆記等の意思疎通支援事業の充実と人材育成などが必要である。

・障がい者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるための地域生活支援拠点事業の整備や医療的ケア児・者を含む重症心身障がい者

支援にかかる検討などを進めていく必要がある。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・移動支援事業（おでかけサポート）の見直し

・障害者差別解消法の施行に伴う環境整備

・手話施策推進方針に基づいた事業の実施

・障害者就労継続支援事業所の工賃向上

・地域生活支援拠点等整備事業の実施

・医療的ケア児・者を含む重症心身障がい者支援にかかる継続検討

・重症心身障がい者等生活支援事業補助金の創設

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持 　 ✓

縮小

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

10,598

2 心身障害者扶養共済制度掛金助成事業 1,297 1,556 1,556 1,556 1,556

1 障害福祉総務費 9,618 10,598 10,598 10,598

41,206

4 特別障害者手当等支給事業 21,285 24,093 24,093 24,093 24,093

3 障害者医療費給付事業 35,911 41,206 41,206 41,206

6 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業 193 129 129 129 129

5 無年金外国籍障害者等福祉給付金支給事業

121,232

8 補装具費支給事業 14,980 15,000 15,000 15,000 15,000

7 地域生活支援事業 100,261 121,232 121,232 121,232

9,998

10 障害福祉サービス等給付事業 1,095,579 1,166,187 1,166,187 1,166,187 1,166,187

9 グループホーム利用者家賃負担軽減事業 8,939 9,998 9,998 9,998

3,750

12 人工透析治療通院費助成事業 2,216 2,844 2,844 2,844 2,844

11 介護者支援金支給事業 3,570 3,750 3,750 3,750

5,006

14 障害児通所支援事業 72,469 73,295 73,295 73,295 73,295

13 障害者就労支援事業 3,614 5,006 5,006 5,006

16 軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業 160 180 180 180 180

15 在宅重症心身障害児（者）訪問看護支援事業

366

18

17 グループホーム新規開設サポート事業 366 366 366

合計 1,370,092 1,475,440 1,475,440 1,475,440 1,475,440




